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【研究の背景】 

20 世紀後半, グローバル化が進展する中で市場の統合が進み, 資本や労働の移動性が飛躍的

に高まった. これに伴い, 政策手段 (税率・補助金・公共支出・規制緩和など) を用いて資本や

労働を奪い合う政府間の競争が各国・地域間で観察されるようになった. 企業誘致のための法

人税の引き下げ競争が代表的な例である. こういった政府間競争の理論研究は, Zodrow and 

Mieszkowski (1986) と Wilson (1986) を嚆矢として, 財政競争理論と呼ばれている. この理論に

よって, 財政競争が経済にどのような影響を及ぼすのか , その功罪が分析されてきた. 財政競

争理論は, 財政・公共経済学の分野で広く関心を集めると共に, 1998 年の OECD レポート 

“Harmful Tax Competition” をはじめとして現実の政策へ大きな影響を与えた. この理論によっ

て, 移動可能な資本が課税率の低い地域に流入していくことを前提に各地域が租税政策を決定

すると, それぞれの地域で供給されるべき最適な公共財供給水準を達成するのには低すぎる税

率が選択されてしまうことが明らかにされた.  

【研究の目的と構成】 

財政競争理論は, Zodrow and Mieszkowski (1986) と Wilson (1986) による基本的フレームワー

クの確立後, 研究が急速に蓄積されてきた. その主たる関心は, ① 財政競争の行きつく先の解

明, ② よりよい経済状況をもたらす制度や仕組みの開発 , の 2 点に大別される. 本研究では

後者に着目し, 財政競争環境下において望ましい財政政策の在り方を明らかにする. 具体的に

は以下の 3 点を明らかにする.  

⚫ 各国が実施する財政移転の効果を検証し, 有効性や限界を明らかにする.

⚫ 従来の制度が有効でない場合は抜本的な解決策を提示する.

⚫ よりよい経済状況をもたらす政策手段を明らかにする.
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 これらの研究は, 財政競争理論に新たな知見を与えるだけでなく, 望ましい財政政策の制度

設計への重要な政策提言を伴うものである. また構築された理論モデルは, 各国・地域の実情を

反映しており, 公共政策に関する有益な分析ツールを提供している. 

 本論文は, 第 1 章から第 6 章によって構成されている. 第 1 章「Introduction」では, 論文の

背景, 目的および構成を述べている. 第 2 章「Literature Review」では, 論文全体のベンチマー

クとなる財政競争モデルを解説し, 関連する先行研究を概観している. 第 3 章「Entry in Fiscal 

Competition and Intergovernmental Transfer」では, 財政競争に参加する地域数を内生化した下で, 

財政移転の有効性を検証している . 第  4 章「 Fiscal Competition, Unemployment, and 

Intergovernmental Transfers」では, 失業を考慮した財政競争環境下で, 従来の財政移転の限界を

明らかにし, 抜本的な解決策を提示している. 第 5 章「Nash Equilibrium in Models of Fiscal 

Competition with Unemployment」では, 失業を考慮した財政競争環境下で, 望ましい政策手段の

在り方を明らかにしている. 最後に, 第 6 章「Conclusion」では, 各章の内容をまとめ, 研究の

貢献および限界について言及している. 

 

 

【研究の内容と意義】 

Entry in Tax Competition and Intergovernmental Transfer 

財政競争理論は, 租税政策を通じて資本を奪い合う政府間競争の分析ツールとして知られて

いる. そこで, 財政競争が引き起こす公共政策の非効率性を解決するために, 望ましい財政移転

制度が分析されてきた. 財政移転制度はオーストラリア, カナダ, ドイツをはじめとして多くの

国で実施されている. たとえば, カナダでは平均税率を課税ベースに乗じることによって導出さ

れる税収を基準として, それに満たない州の税収が補填される.  

Köthenbürger (2002) および Bucovetsky and Smart (2006) をはじめとして, 財政移転制度の有効

性が検証されてきた. 特に Köthenbürger (2002) は, 地域が非協力的かつ独立的に租税政策を決

定することによって生じる過小税率の問題を財政移転制度が完全に解決することを明らかにし

た. 実証面でも財政移転制度の税率への影響が分析されており, たとえば Egger et al. (2010) は

ドイツのデータを用いてその有効性を検証した. こういった先行研究の結論は, 財政競争に参加

する地域数が外生的に与えられているという仮定に依存している. しかしながら, 現実には各地

域が租税競争に参加するか否かという意思決定メカニズムが存在している. 本研究では, 租税競

争に参加する地域数を内生化した下で, 各国が実施する財政移転制度を検証した. 

財政競争に参加する地域数が内生的に決まる場合, 地域数が外生的な場合で生じる過小税率

以外に各地域が選択する税率が存在しうる (Matsumoto, 2010). これは, 各地域が財政競争への

参加による既存の競争参加地域の資本量減少を考慮しないためである. 分析の結果, 以下の 2 

点が明らかになった.  

⚫ 地域間の財政格差を完全に是正する場合, 公共政策の水準が効率的になる. 

⚫ 地域間の財政格差を完全に是正する場合, 競争参加地域数の水準が効率的になる. 

 一般に複数の政策目標を実現するためには, 複数の政策手段を必要とすることが知られてい

る. しかしながら, 本研究では 1 つの政策によって 2 つの非効率性 (公共政策および競争参加
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地域数の水準) が解決されることが示されており, 独創的である. 本研究の結論に従えば, 外生

的な地域数を前提とした多くの研究の結論を, より現実に近い形で精緻化できることを示して

いる. 

 

Tax competition, Unemployment, and Intergovernmental Transfers 

先行研究によって財政移転制度の効果が検証されてきた. これら先行研究の結論は, 各地域が

資本流出入のみを考慮して租税政策を決定するという仮定に依存している . しかしながら , 

OECD レポート “Tax policy reforms 2017” が示しているように, 現実には各国・地域は 企業や

投資の誘致だけでなくそれに伴う雇用創出を目的に資本税率の引き下げを行っている . 本研究

では, 雇用創出を企図する地域の政策決定を想定した理論モデルを構築することで, 公共政策の

非効率性を解消する望ましい財政移転制度のあり方について研究を行った. 

雇用創出をも目的とした地域を前提とする場合, 資本流出入のみを前提とした財政競争で生

じる過小税率以外に各地域が選択する税率が存在しうる (Ogawa et al. 2006). たとえば, 各地域

が, 資本税率の引き下げによって資本流入に伴い雇用量が増加することを前提に税率を決定す

る場合, 資本流入のみを前提とした場合よりも, 税率をより低く設定する. 他方で, 資本税率の

引き下げによって資本流入に伴い雇用量が減少する場合, 各地域は税率を高く設定する. 分析の

結果, 以下の 2 点が明らかになった.  

⚫ 従来の財政移転制度は, すべての税率で公共政策の非効率性を解消できない. 

⚫ 従来の財政移転制度が有効でない場合に, 我々が新たに提示した地域 GDP 均等化移転を

実施することで, 効率的な公共政策が行える.  

 一般に, 非効率性の要因が 2 つ存在する場合, それぞれの要因に対応する 2 つの制度が必要

なことが知られている. しかしながら, 本研究は 1 つの制度によって 2 つの要因が引き起こす

非効率性の問題が解決できることを示しており, 独創的である. また, 新たな財政移転制度を提

示したという点が特徴である. 地域 GDP 均等化移転の交付額は, 地域 GDP を基に算出が可能

であり, この制度は問題を包括的に解決する制度であるばかりか, 現実的な実施可能性を有して

いる.  

 

Nash Equilibria in Models of Fiscal Competition with Unemployment 

上述の財政移転制度は抜本的な解決策であるものの, それを実施する中央政府の存在が必要

不可欠である. 国内の地域間においては有用であるが国家間においては実施が難しい. このため, 

財政移転制度が実施できない場合, どのような政策手段で競争するのが望ましいかは重要な政

策課題である.  

伝統的な財政競争理論では, 政府は税率を政策変数として操作することを前提としている. し

かしながら, 現実経済の政策手段は税率だけでなく, 他の政策手段を用いた競争を行っている可

能性がある. たとえば, Hauptmeier et al. (2012). は税と公共支出の両方を政策手段として用いて

いることを実証的に明らかにした. また, 現実経済では, 政府は政策の決定に際して企業誘致だ

けでなく雇用創出をも目的としていることが考えられる. そこで本研究では, 資本獲得だけでな

く雇用創出を目的とした地域の政策決定を想定した理論モデルを構築することで, 望ましい政
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策手段についての研究を行った. 特に, 税率による競争と公共支出水準による競争を比較した.  

政策手段の異なる 2 つの競争を比較すると, 公共支出水準を政策手段とする均衡の方が，税

率を政策手段とする均衡よりも，競争が激しくなることが知られている (Wildasin, 1988). これ

は, 他地域の政策手段を所与として各地域が政策を決定することを前提にすると, 税率による競

争と比較して, 公共支出水準による競争では, 自地域の政策変更によって他地域の税率が反応す

るためである. 結果として, 選択される税率は, 公共支出水準による競争の方が低くなる. 分析

の結果, 以下の 2 点が明らかになった.  

⚫ 資本税率の引き下げによって雇用量の増加が生じる場合には, 公共支出水準による競争は

政策競争を激化させる (先行研究と同様の結果).  

⚫ 資本税率の引き下げによって生じる雇用量の減少幅が十分に大きい場合には, 税率による

競争は政策競争を激化させる (新規の結果). 

本研究は政策手段と雇用問題の関係に着目し, 資本と労働の技術関係によって望ましい政策

手段が変化することを明らかにした点が特徴である. 本研究の結論に従えば, 暗黙に税率のみを

政策手段とした数多くの研究の結論を, より現実に近い形で精緻化できることを示している.  

 

 

【残された課題】 

 本研究では, 財政競争環境下における望ましい財政政策の制度設計に焦点を当てている. 得ら

れた分析結果は, 財政競争研究の発展に貢献し, 公共政策の効果を把握する上で重要な政策的含

意を持ち合わせている. 分析結果は各国の経済状況を分析する上で有用であるものの, 考慮すべ

き点がいくつか存在する. 

財政移転に関する研究では, 分析の簡単化のため対称小地域を仮定しており, 移転政策を実施

する中央政府の意思決定を考慮していなかった. 大地域や非対称地域を考慮することで, 各地域

の戦略的な行動を分析することが可能となる. また, 階層的政府構造および中央政府の意思決定

を考慮することで, 垂直的な財政競争やソフトな予算線の問題の影響を考えることができる. 一

方で, 政策手段に関する研究では, 政策手段の内生的な決定を考慮していない. 政策手段の決定

を内生化することで, 各地域にとって望ましい政策手段の在り方が提示される. 
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